
薬薬連携を土台とした 
退院時の情報共有の取組みの紹介 

（「地域連携による在宅医療サポート事業」より） 

大阪府 健康医療部 薬務課 
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府庁薬務課 

（四條畷保健所内に分室有） 

＊平成29年4月現在、保健所設置市（大阪市、堺市、東大阪市、高槻市、豊中市、枚方市）  
 へ薬事業務の権限の一部が移譲されています。 

大阪府内の薬事業務について 

  業   種 施設数 

医薬品 

薬局 4,046 
製造業 250 

製造 
販売業 

第１種 45 

第２種 128 
店舗販売業 1,870 
卸売販売業 1,199 
配置販売業 337 

医薬部外品 
製造業 306 
製造販売業 273 

化粧品 
製造業 577 
製造販売業 639 

医療機器 

製造業 449 
修理業 546 

製造販売業 
（第１種・第２種・第３種） 

329 

販売業・賃貸業 
（高度管理等） 

5,377 

販売業・賃貸業（管理） 19,128 

体外診断用医薬品 
製造業 11 
製造販売業 13 

再生医療等製品 
販売業 33 
製造販売業 0 

府内の薬事関係業態数 
Ｈ２９年３月末現在 
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【大阪府の現状と課題】 
○本府内には約4000件の薬局があるが、小規模薬局（薬剤師が１～２人）が４割

を占めるため、府全体の機能強化のためには、これら薬局でも対応できる内容
を検討することが必要。 
 

かかりつけ薬剤師・薬局機能の推進について 



○薬剤師の残薬管理の積極的な実施が、残薬リスクの
低減に加え、在宅医療の推進に向けて、多職種連携
推進の切り口となることが確認できた。 

○モデル地域でのこれらの取り組みの継続と、府全域
への展開を行っていく。 

    H29年度の保健所活動特別推進事業を実施 

服薬管理・残薬管理の推進を切り口とし、地域における多職種連携を推進 

 
薬局薬剤師による残薬管理の実施について、 
「不要薬の廃棄」「処方調整」を希望する割合 
は、H27の調査時には半数以下であったが、 
H28の事業において、残薬リスクの啓発等を 
実施したところ、約８割の方が希望する結果 
に増加した。 

残薬リスク 
啓発 

残薬調査 H27 

H28 残薬調査 
（初回） 

残薬調査 
（最終） 

1ヵ月 

調査タイミング 
藤井寺保健所の活動として、医師から処方された薬の患者宅にお
ける管理状況や残薬の実態について調査を実施 

• 協力の得られた43薬局から回答を得た。 

• 飲み忘れの理由：「つい飲み忘れる（31件）」「自己判断（16件）」
等 

• 「保管場所を１か所にまとめる」「一包化」等を行っている患者は、
残薬が少なかった。 

国庫委託費によるモデル事業として以下を実施 

【服薬管理（残薬調整）、残薬リスク・飲み忘れを防ぐ工夫の啓発】 
 薬局薬剤師が患者及びその家族等に医薬品の適正使用の観点
から残薬のリスク、お薬の飲み忘れを防ぐ工夫を啓発。 
 また、お薬持参袋（ブラウンバック）の活用や他職種からの情報
提供に基づく服薬管理（残薬調整）を実施。 

 ⇒ アドヒアランスの向上 ＆ 残薬問題の解消 
 
• モデル事業実施期間：平成28年9月～11月 
• 府民向け啓発資材（別添）、薬局店頭において使用するマニュア
ル及びフロー、お薬持参袋（ブラウンバッグ）を作成 

• 健康展等において、一般府民等に対し、残薬リスクの啓発を実
施（計12回） 

• 事業に参加した薬局（318薬局）のうち、141薬局（44.3%）から回
答を得た。薬局店頭において、のべ13,320人に対しマニュアルに
基づいた残薬リスクの啓発を行い、のべ570人にブラウンバッグ
を配布。 

• 82薬局で残薬調査を実施した。 

平成２８年度 患者のための薬局ビジョン推進事業 

患者アンケート結果（概要） 

他職種へのアンケート結果（概要） 

最も多かった意見は、「薬剤師と確実に相談
できる連絡先と時間を知りたい」であり、他
訪問に合わせての配達など、顔のみえる関
係、連携を期待する内容が多くあった。 

平成27年度 

平成28年度 

4 

昨年の実施内容 
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【本年度の取組み内容】 
○かかりつけ薬剤師・薬局の機能を発揮しやすくするため、次の２点を計画した。 
 １．「医療機関との情報共有の強化」 
 ２．「24時間の相談対応等、薬局薬剤師の役割について他職種からの理解促進」 

かかりつけ薬剤師・薬局 

☆ 副作用や効果の継続的な確認 

☆ 多剤・重複投薬や相互作用の防止 ・ 24時間の対応 

・ 在宅患者への薬学的管理・服薬指導 

☆ 夜間・休日、在宅医療への対応 

☆ 副作用・服薬状況 
  のフィードバック 

○ ＩＣＴ（電子版お薬手帳等）を活用し、 

・ 患者がかかる全ての医療機関の処方情報を把握 

・ 一般用医薬品等を含めた服薬情報を一元的・継
続的に把握し、薬学的管理・指導 

☆ 医療機関への 
  受診勧奨 

☆ 疑義照会・ 
  処方提案 

☆ 医薬品等に関する相談 
  や健康相談への対応 

※ 地域の薬局・地区薬剤師会との連携のほか、へき地

等では、相談受付等に当たり地域包括支援センター
等との連携も可能 

医療機関等との連携 

24時間対応・在宅対応 服薬情報の一元的・継続的把握 

☆ 医療情報連携ネット 
  ワークでの情報共有 

【本年度の取組み内容】 

１ 

２ 
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「24時間対応・在宅対応」の機能に着目し、他職種が薬のことで相談したいときに、
薬局にいつでも相談連絡いただけるよう、地域のケア会議等において地域内の
薬局の連絡先や応需できる業務内容について周知強化を図る。 

「医療機関等との連携」の機能に着目し、退院後も安心して調剤や訪問薬剤管理
等を受けるため、医療機関から薬局に対する情報共有に使用する『薬剤管理情
報提供書』の内容や提供方法の検討を図る。 

本年度の取組み１． 

本年度の取組み２． 

（課題） 

関係施設の意見を基に、情報提供項目や共有
方法等の在り方について取りまとめ、継続的な
取組みに繋げていく。 

情報提供書における情報項目 
① 入院病名や治療経過 
② 退院時処方 
③ 検査値 
④ 服薬管理についての情報 
⑤ 日常生活面のこと 
⑥ 他職種の連絡先 

 
 

 
 
 
 
 

 

（課題） 
事業中に発生した相談事例について取りまとめ、未だ24時間対応に取組んでいない
薬局の後押しに活用していく。 

本日の紹介部分 



薬局⇒病院への服薬情報等提供書 

情報提供の項目： 

• 処方薬剤の服薬状況（コンプライアンス）及び
それに対する指導に関する情報 
 

• 併用薬剤等（一般用医薬品、医薬部外品、 
いわゆる健康食品を含む。）の有無（有・無） 
 

• 患者の訴え（アレルギー、副作用と思われる
症状等）に関する情報 
 

• 症状等に関する家族、介護者等からの情報 
 

• 薬剤師からみた本情報提供の必要性 
 

• その他特記すべき事項（薬剤保管状況等） 

服薬情報提供料（調剤（薬学管理料）：20点） 

患者、その家族等若しくは保険医療機関の求めがあった
場合又は薬剤師がその必要性を認めた場合において、
患者の同意を得た上で、薬剤の使用が適切に行われる
よう、調剤後も患者の服用薬の情報等について把握し、
患者、その家族等又は保険医療機関へ必要な情報提供、
指導等を行った場合に、所定点数を算定する。 

7 

【参考】  
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日本病院薬剤師会（日本病院薬剤師会 療養病床委員会）作成のもの（平成20年） 

概要： 
一般的な薬学的チェック項目と薬学的問題点と経過、今
後の継続的に確認してほしい内容（検査値・ＴＤＭの
データ、抗けいれん剤やテオフィリンなどの発作の有無、
服薬説明時の留意点としてプラセボ投与、適応外使用
薬剤、視力・聴力・理解力、麻痺の有無、病名告知の有
無などはProblem List 欄に記載）の２群に分けている。 

（個々の病院施設に適応するように作り変えて有用に活
用すること） 

今の「退院時薬剤情報管理指導料」（医科：90点）
は患者（家族）への情報提供が評価されるもの。 
 

医師や看護師は退院時に紹介状やサマリーを書き、
次の施設に伝達することが定着しているが、薬剤
師にはそのような仕組みが確立していない。 

かかりつけ薬剤師・薬局の機能推進の立場から、 

今一度こういったサマリー運用を再評価する意義
があるのではないか？ 

【参考】  



箕面市立病院との情報共有の取組について 

9 

滝ノ道ゆずる 
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会員数： A会員53名（薬局）、B会員29名 

備蓄・調剤センター（箕面市薬剤師会薬局） 

箕面市立病院前にあり、一部のジェネリックを含む 
約1500品目以上を備蓄 
ＴＰＮ等無菌調製が可能なクリーンベンチを備えた 
無菌室を完備し、箕面市だけにとどまらず、近隣の 
支援センターとしての機能も果たしています 

【参加機関・施設の概要】 

病床数  317床 

薬剤部 薬剤師数 実働23名 （８病棟で常駐体制） 

院外処方率 約99% （外来患者の多くが市内薬局で薬剤交付を受けている） 

内科、消化器内科、循環器内科、血液内科、糖尿病・内分泌代謝内科、神経内科、精神科、
小児科、外科、消化器外科、整形外科、形成外科、 脳神経外科、皮膚科、泌尿器科、 
産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、放射線科、病理診断科、麻酔科、歯科 

診療科目  23診療科  
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市立病院との連携（今回の事業以前から行っていること） 

 年２回の薬薬連携の意見交換会を開催 
 意見交換例 
  ・処方せんに検査値を記載することについて 
  ・糖尿病連携手帳について 
  ・処方箋の記載（用法用量の記載方法等）について 
 

 最近の具体的な連携運用： 
 残薬調整業務の簡素化 
 （次のようなプロトコル（一部抜粋）の範囲内で薬局側で調整を実施） 

  ・残薬調整する場合は患者に十分説明を行い合意のうえ行う。  
  ・慢性疾患の常用薬を対象に、「減」のみ可能とすること。 
  ・次回オーダー引用時の都合のため、ゼロとはしない。 
  ・次回受診時までの日数＋αの余裕を持った調整とすること。 
  ・調整を実施した場合、指定の様式により市立病院に報告をすること。 
                                  他 

 その他 
・定期的な病診連携懇話会へのオブザーバー参加 
 （本事業（退院時の情報共有）のことも９月の懇話会で紹介を実施） 
 



ケアマネジャー等 

医療機関 
医師・薬剤師 

薬局・薬剤師 

訪問看護 
 ステーション等 

クリニック医師 

退院時に 
「薬剤管理情報提供書」 
を保険薬局に提供 

地域包括ケア 

職種間の相談等 
に活用 

1. 退院時に病院で作成した「薬剤管理情報提供書」を、患者が希望する地域の薬局に対して情報提供
を行い、その後の調剤や訪問薬剤管理等へのメリットを確認する。 

2. 病院と地域内の薬局がどのような内容で連携をおこなうべきかについて考察し、継続的に連携をおこ
なうにあたっての課題を検討する。 

適切な薬学的 
管理・指導に活用 

 

情報提供書における情報項目 
 

① 入院病名や治療経過 
② 退院時処方 
③ 検査値 
④ 服薬管理についての情報 
 

 
 
 
 
 
 
 

⑤ 日常生活面のこと、他職種の連絡先など 
 
 

 
 
 
 
 

 

 薬は誰が管理しているか 
 薬物治療への理解や不安をお持ちでないか 
 剤型は、PTPシートのままで良いか、一包化や
粉砕が必要か 

 過去の薬でのアレルギーはないか 
 服用や使用にあたっての介助の必要性 
 薬局の薬剤師への依頼事項  ・・・など 

服薬管理情報の共有検討の概要 

患者が退院した後、引き続き地域の薬局に
おいて安心して調剤や訪問薬剤管理等を受
けられるよう、必要となる情報を提供する。 
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事業の進行概要 

６月 箕面市薬剤師会との調整、箕面市立病院への協力依頼        

７月 情報提供書の内容や作業手順の検討 

  対象とする患者の範囲や内容をどうするか？ 

  どのような手段（タイミング）で情報提供するか？ 

  患者からの同意をどのように担保するか？ 

８月  薬薬連携の意見交換会を開催し、薬剤師会関係者への説明 
 

９～１２月末  情報共有の実施 
 
 
１月  関係者へのアンケートの実施 
２月  薬薬連携の意見交換会を開催し、アンケート結果等を踏まえて、   
    今後の情報共有方法等の検討 

平成29年 

平成30年 



 事業で使用した薬剤管理情報提供書  
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「薬学管理情報提供書の項目検討」 

入院病名や治療経過 

体表面積を換算する場合もあ
るため、年齢、体重だけでは
なく身長もあった方が良いの
ではないか。 

併用薬等の考察の観点から、
主病名だけではなく、既往歴
や入院経過の概要もあった方
が良いのではないか。 

規格や剤型を考察する上で、
処置状況を把握できた方がよ
いのではないか。 
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服薬管理についての情報 

日本病院薬剤師会の「薬学管理サマリー」の項目
も参考に、服薬カレンダーなどの選択肢を追加 

（作業量軽減のため、基本的にはチェックボックス
による項目を考察） 
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検査値については、電子カルテから
直接落とし込むことが出来る工夫。 

退院時処方 

検査値 

投与量を確認する上で、特に重要な
検査値（肝・腎機能）を選択。 
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日常生活面のこと、他職種の連絡先など 

多職種連携の観点から、必要
な情報ではないか。 

退院時共同指導に出席できな
かった場合でも、患者の状態
を把握できるのではないか。 



対象患者の範囲 

箕面市立病院において、次の１．又は２．に該当する患者さんに、「事業説明」の紙面を用い
て趣旨を説明し、理解をいただけた方を対象とする。 
 

1. 入院前から箕面市内にかかりつけ薬局があり、退院後もそのかかりつけ薬局へ行く患者 

2. 在宅医療絡みでカンファレンスを実施し、退院後箕面市内の薬局で処方せんを応需する
予定の患者（この機会にかかりつけの薬剤師・薬局を持とうとする場合を含む） 

  
「薬剤管理情報提供書」の提供対象となる薬局 
本事業においては、箕面市薬剤師会所属薬局（会員薬局）を実施対象とする。 
  
「薬剤管理情報提供書」の提供の方法 
病院から各薬局にFAX送付提供する。 
 
 
各薬局での活用状況の確認 
1. 服薬管理に積極活用し、「薬剤管理情報提供書」の共有の有用性 
  や収載項目について考察する。（事業後にアンケート調査） 
2. 対象の患者さんから適宜（良いタイミングは各薬局で判断）アンケートを聴取する。 
   ※患者さんに直接書いていただき難い場合は、聞き取りによる先生方の記載でも支障はない。 

 

事業における作業要領 

注意：一旦、情報提供書での情報共有があっても、万が一、その後に患者さんが途中で事業への協力を断る意思 
    を示された場合は、受領した情報についても、すでに報告済みの集計結果を除いて、情報を破棄すること。 



病院で患者へ説明（口頭での同意をもらう）している事項 

  ※実物には次の各連絡先（責任者）を記載 
• 箕面市立病院 
• 箕面市薬剤師会 
• 大阪府担当部局 
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＜平成29年12月末現在状況＞ 
 

○薬剤管理指導情報提供書について説明した患者：43名 

○うち同意を得た患者：34名 ※12月末時点では内8名は入院中 

○同意取得説明の平均時間（N=43） 

  平均 14.3分（最大20分、最少10分） 

○情報提供書作成時間（N＝26）  

  平均 66.3分 （最大105分、最少30分） 

○提供先薬局 19カ所 
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○年齢層（N＝26）44歳～96歳 

  60歳代以下 7名，70歳代 11名，80歳以上 8名 

○男女別（N＝26）男性 11名，女性15名 

○入院の主たる病名（N＝26） 

 骨折等の整形外科疾患 

 脳出血、脳梗塞等の神経内科疾患 

 糖尿病、がん 

（患者背景） 



 
 
事業に参加した関係者（薬局・病院） 
・退院時の情報を病院から薬局に提供・共有を図ることの是非 
 （病院側の業務負担、薬局側の活用展望） 

・提供対象とする範囲 （在宅移行をする患者のみ or もっと広い対象で提供） 

・提供情報の内容項目について 
 （情報項目への改善点、他の情報提供文書への波及展望） 

・連携のツールとして 
 （カンファレンス等による直接対面による情報共有との比較） 

 
事業に参加した患者（家族） 
・退院時の情報を病院から薬局に提供・共有を図ることの是非 
 （在宅移行における安心につながるかどうか） 

・退院後の薬の管理について、薬局薬剤師に期待すること。 
 （自由記載） 
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アンケート事項（実施効果の評価） ※集計中 
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各参加薬局からのアンケート （回収作業中）より抜粋 

○病院から「薬剤管理情報提供書」の提供を受けることについて  

薬剤管理を行う上で有益であると感じた  １６件   

それほど有益と感じない  ０件 

 どちらとも言えない   １件 

○「薬剤管理情報提供書」の提供対象とする範囲 

在宅医療（訪問薬剤管理）に関係する患者のみで良い   １件       

範囲を広げて提供して欲しい対象もある  ９件  （抗がん剤治療、糖尿病等） 

○提供方法やタイミングについて 

病院からのＦＡＸ提供が良い   １４件       

患者の来局時の持参による提供で良い  １件 

 どちらでも良い  １件 

【参考】 
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• 入院していることもわからなかったので、病名や入院中の様子が分かることで、
その後患者と接する上で有益。薬のことの説明がスムーズであった。 

 

• 来局時の患者からの自己申告ではなく、服薬の理解度の実態などが分かる。 
 

• 手術のため入院すると聞いていた患者について、入院中に脳梗塞が発症した
ため、抗凝固剤が開始となっていたこと等、情報提供書を基に把握できたため、
適切な指導が出来た。 

 

• がん患者は、併用薬も多いが、薬局内では深く質問し難かったり、家族だけが
来局する（案外家族は病気の状況を知らない）場合もあるので、病院から直接
情報提供いただけると、薬学的な管理にとって大変有用と感じる。 

 

• 在宅医療のケースに限らず、患者概要を共有いただくことは総じて有用。また、
純粋な薬学管理の情報共有ということではカンファレンスよりも充実していると
感じる。カンファレンスも他職種との連携のため、参加できればより良い。 

 

• 一包化や粉砕かどうか、は結局は薬局で改めて相談することになるため、こうし
たサマリーで特に有用なのはＡＤＬや薬学管理の欄よりも、むしろ病名、入院経
過、既往歴、特記事項、他職種の情報欄（複数類似意見）。 

薬局側で有益と感じたエピソード（各薬局からの口頭聞き取りとアンケート（回収作業中）より） 

【参考】 
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病院からのアンケート（回収作業中）からの抜粋 

• 担当した患者は自立されており、「日常生活動作」欄に記載する内容は少なかっ
たが、それでも作成送信に４５分は要した。書き慣れれば時間短縮は出来ると
思うが、日々の業務に組み込む負担は大きい。ただ、薬剤師視点から、薬剤に
関して管理状況等、詳細な情報提供ができる。 

 

• カンファレンスへの参加や、担当看護師の協力を得ることで時間の短縮と正確
な内容の記載が出来た。このような情報提供を行うことで、市中の薬局との繋
がりが出来ると感じる。 

 

• 項目が多い。薬歴や薬物治療の予定、副作用で見て欲しいポイントに絞ると、も
う少し早く作成できると考える。また、特殊なプロトコルで治療中の患者の治療
スケジュールなどは他に提供する機会がないので、有意義ではないかと感じる。 

患者からのアンケート（回収作業中）からの抜粋 ※薬局での聞き取りを含む 

【参考】 

○退院時の情報を病院から薬局に提供・共有を図ることの是非 

薬局で、病院と切れ目なく同様な薬の管理を期待できるので良いことと感じる ６件 

必要なことは薬局で自ら説明するので情報提供は不要と感じる  ０件 

• 継続した投薬管理指導が受けられるので安心できる。 
 

• こちらの状況を把握してくれていたので安心感があった。（家族が来局） 



28 

• 要介護区分等は変更されている可能性もあるので正確な記載が難しい。また、
食事等のADL部分を記入することも薬剤師が提供する情報としては難しい。 

 

• （既に医師の紹介状や看護サマリーなどもあり）多部署から多種類の文書が作
成されることは合理的でない。糖尿病連携手帳のように１冊の手帳（ノート）で運
用できないか。そうすれば病院側への情報のフィードバックも可能になる。 

 

• 情報提供した内容が、薬局での指導にどのように役立ったのかそれにより何か
変化があったのかなど、その後の情報が分からない。 

 

• その都度ファックスは負担が大きい。メールでやり取りできるようになれば良い
と思う。また、アナログでなく診療データの共有ができれば負担なく情報共有で
きるのではないか。 

 

• 繰り返し入院される患者の提供書を欠かさず作成することは業務繁忙な場合も
あり難しい。 

 

• 退院後、服薬管理をする際に必要な情報や入院以前からの薬物アレルギーに
ついて詳しく伝達できることが他の提供書とは異なっていて良い点。 

【参考】 

病院からのアンケート（回収作業中）からの抜粋 続き 
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おわりに 

 

○ 事業で実施した情報共有は、かかりつけ薬剤師・薬局の機能推進の観点からは
有効な手段と考察された。しかし、患者利益のためにどれほど有効かは今後も
検討を重ねていく必要性がある。 

 

○ 今後も薬薬連携のさらなる推進（施設間の情報共有、研修の実施など） を実施し
ていく。 

○ 今回の事業のポイント 

 一方的な薬局側の活用意識だけではなく、病院側の作業負担との釣り合い
を踏まえた項目設計をすること。 

 患者から実施の意義を理解してもらうこと（同意を得ること）。 

 事業の成果を踏まえ、「薬学管理情報提供書」の情報項目を見直して、 継
続実現性のある様式を作成する。 
 

ご清聴ありがとうございました 


